
第１章 わが国の経済動向

国内総生産は、平成 29 年度では名目で 547 兆 4,085 億円、前年度比で 2.0 ％の増
加となり、また実質経済成長率（実質値の対前年度伸び率）は 1.9％の増加となった。
寄与度としては民間最終消費支出が 0.6 ％、民間住宅投資が 0.0 ％、民間企業設備

投資が 0.7 ％、民間在庫変動が 0.1 ％、政府最終消費支出が 0.1 ％、公的固定資本形
成が 0.0 ％、財貨・サービスの輸出が 1.1 ％、財貨・サービスの輸入が△ 0.6 ％とな
っている。

生産面では、平成 30 年は前年に比べ、鉱工業生産指数、第３次産業活動指数及び
生産者製品在庫率指数は上昇した。

物価は、平成 30年の国内企業物価指数が 101.3（H27=100）、消費者物価指数が 101.3
(同)となっている。一方、資産価格においては、全国市街地価格指数が 87.6(H22=100)
となっている。

雇用情勢は、平成 30 年の有効求人倍率が 1.61 倍で 2 年連続で１ .5 倍を超え、前年
より 0.11 ポイント改善、完全失業率は、前年と比べて 0.4 ポイント低下し、2.4 ％と
なっている。

図 1－ 1＜実質ＧＤＰ前年度比の推移＞

（資料：内閣府「国民経済計算確報」）
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表１－１〈主要経済指標の動向〉

27年 28年 29年 30年

国内総生産（名目） （兆円） 533.0 536.8 547.4

（前年比 ％） 2.8 0.7 2.0

国内総生産（実質） （前年比 ％） 1.3 0.9 1.9

国民所得
（要素費用表示）

（兆円） 390.0 391.2 404.2

（前年比 ％） 2.8 0.3 3.3

一人当たり名目ＧＤＰ （千円） 4,194 4,230 4,321

（前年比 ％） 2.9 0.9 2.2

一人当たり国民所得 （千円） 3,069 3,082 3,190

（前年比 ％） 2.9 0.4 3.5

民間最終消費支出
（実質）

（寄与度％） 0.4 0.0 0.6

民間住宅投資
（実質）

（寄与度％） 0.1 0.2 -0.0

民間企業設備
（実質）

（寄与度％） 0.3 -0.1 0.7

民間在庫変動
（実質）

（寄与度％） 0.2 -0.2 0.1

政府最終消費支出 （寄与度％） 0.4 0.1 0.1

公的固定資本形成 （寄与度％） -0.1 0.0 0.0

財貨･サービスの輸出 （寄与度％） 0.1 0.6 1.1

財貨･サービスの輸入 （寄与度％） -0.1 0.2 -0.6

27年 28年 29年 30年

鉱工業生産指数 （平成27年=100） 100.0 100.0 103.1 104.2

生産者製品在庫率指数 （平成27年=100） 100.0 101.0 100.6 104.6

第３次産業活動指数 （平成22年=100） 103.2 103.9 104.7 105.9

就業者数 （万人） 6,401 6,465 6,530 6,664

労働力人口比率 （％） 59.6 60.0 60.5 61.5

完全失業率 （％） 3.4 3.1 2.8 2.4

有効求人倍率 （倍） 1.20 1.36 1.50 1.61

年間総実労働時間  1) （時間） 1,734 1,724 1,720 1,706

総人口（10月1日時点） （千人） 127,095 126,933 126,706 126,443

合計特殊出生率 1.45 1.44 1.43 1.42

国内企業物価指数 （平成27年平均=100） 100.0 96.5 98.7 101.3

消費者物価指数 （平成27年平均=100） 100.0 99.9 100.4 101.3

市街地価格指数 (平成22年3月末=100） 87.9 87.5 87.3 87.6

輸出 円建（10億円） 75,614 70,036 78,286 81,479

輸入 円建（10億円） 78,406 66,042 75,379 82,703

　輸出入バランス 円建（10億円） -2,792 3,994 2,907 -1,224

経常収支 （億円） 165,194 213,910 226,067 192,222

資本移転等収支 （億円） -2,714 -7,433 -2,800 -2,125

外国為替相場
インターバンク相場

中心相場期中平均

（円／ドル）
121.03 108.84 112.16 110.39

プライムレート（年末） 短期 1.475 1.475 1.475 1.475

長期 1.10 0.95 1.00 1.00

国内銀行貸出約定
平均金利（ストック）

（年末）　　（％） 1.110 0.998 0.946 0.901

東証株価指数（年平均） （昭和43年1月4日=100） 1,547.30 1,518.61 1,817.56 1,494.09

1) 事業所規模５人以上

　資料：総務省　「日本統計年鑑」、「日本の統計」、「労働力調査」、「消費者物価指数」、内閣府　「国民経済計算」

 　経済産業省　「鉱工業指数」、「第３次産業活動指数」、財務省　「国際収支総括表」、「貿易統計」

 　厚生労働省　「一般職業紹介状況」、「毎月勤労統計調査」、「人口動態統計」、   日本不動産研究所「市街地価格指数」

   日本銀行　「企業物価指数」、「主要時系列統計データ表」、(株)東京証券取引所「統計月報」
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